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入 札 説 明 書 

 

令和８年 10 月 13 日  

新潟県教育庁高等学校教育課  

 

本入札説明書は、令和８年11月13日執行予定の新潟県が委託する県立学校モバイルデバイス管

理ソフトウェアライセンスの調達及び移行業務に係る一般競争入札について記載したものである。 
 

１ 入札に付する事項 

（１）調達案件の名称 

県立学校モバイルデバイス管理ソフトウェアライセンスの調達及び移行業務委託 
（２）調達案件の仕様及び数量等 

別記仕様書のとおり。 

（３）ライセンス契約期間 

別記仕様書のとおり。 

（４）納入期限 

令和９年３月12日（金） 

（５）納入場所 

新潟県教育庁高等学校教育課（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

（１）調達案件入札説明書の交付期間及び交付場所 

令和８年10月13日（火）から令和８年10月28日（水）までに、新潟県教育庁高等学校教

育課ホームページでダウンロードすること。 

ＵＲＬ：https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kotogakko/ 

なお、入札説明書一覧表の別記仕様書（入札説明書一覧表に「別途、開示手続きが必要。」

と記載されているもの）はパスワードが設定されているので、この入札に参加を希望する

者は、秘密保持誓約書（本入札説明書に定める様式に限る）に必要事項を記載のうえ、令

和８年11月５日（木）午後５時までに２（２）ウのメールアドレス宛に提出すること。秘

密保持誓約書の提出があった者に対し、別記仕様書のパスワードを開示する。開示方法に

ついては、秘密保持誓約書に記載のメールアドレス宛にパスワードを送信するものとする。 

（２）入札説明書に関する問合せ等 

ア 問合せ方法 

入札説明書等その他本件入札に関する質問事項がある場合、質問書（本入札説明書に定

める様式に限る）をウに定める問合せ先に直接持参又は電子メールによる送信の方法で提

出すること。 

イ 問合せ受付期間 

令和８年10月13日（火）から令和８年10月28日（水）まで（新潟県の休日を定める条例

第１条第１項各号に規定する日を除く。）の各日の午前８時30分から午後５時まで 
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ウ 問合せ先 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県教育庁高等学校教育課教育情報化推進担当 

電話番号：025-280-5634 

メールアドレス：ngt500050@pref.niigata.lg.jp 

エ 回答方法 

質問内容及びその回答は、令和８年10月30日（金）までに、新潟県教育庁高等学校教育

課ホームページに掲示する。 

 

３ 入札執行の日時及び場所 

（１）日時 令和８年 11月 13 日（金） 午後１時 00分 

（２）場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁行政庁舎 16階 入札室 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たして

いる者でなければならない。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定のいずれにも該当しない

者であること。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は

民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れていない者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基

づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生計画の認可が決定された者又は再

生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること。 

（３）会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 475 条若しくは第 644 条の規定に基づく清算の開始又

は破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条若しくは第 19 条の規定に基づく破産手続開始の

申立てがなされていない者であること。 

（４）新潟県暴力団排除条例（平成 23 年新潟県条例第 23 号）第６条に定める暴力団、暴力団員

又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

（５）新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書（令和８年 10

月 13 日以降に発行された納税証明書であって、未納がないことを証明したものに限る。）を

提出した者であること。 

（６）本件入札に係る入札説明書（仕様書を含む）の交付を受けている者であること。 

（７）３（１）に定める入札執行前１年以内に、新潟県との機器等の調達に係る契約において、

当該契約の全部又は一部債務不履行をした者でないこと。 

（８）５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加

資格を有することについて、新潟県知事から確認を受けている者であること。 
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５ 本件入札に係る参加資格の確認 

（１）本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等

を提出し、新潟県知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならな

い。 

この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があ

ると認められなかった者は、本件入札に参加することができない。 

ア 提出期間 令和８年 11 月５日（木）午後５時まで（必着） 

イ 提出場所 〒950-8570 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県教育庁高等学校教育課教育情報化推進担当 

ウ 提出方法 本人（法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ｡）又は代理人の持参

又は郵送により提出すること。持参する場合は、イに示す場所に提出期間内

（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第５号）第１条第１項各

号に規定する日を除く。）の各日の午前９時から午後５時の間に提出すること。

郵送する場合は、書留又は配達記録郵便の手段により、提出期間内必着で提

出すること。 

エ 提出書類及びその部数 

別添の「競争入札参加資格確認申請書」及び次に掲げる添付書類（以下「競争入札参加

資格確認申請書等」という。） 各一部 

ア）調達物品等仕様証明書（別紙１） 

イ）入札に参加を希望する者の概要（パンフレット等） 

ウ）県税納税証明書（令和８年10月13日以降に発行された納税証明書であって、未納がな

いことを証明したものに限る。）（県税の納税義務を有する者のみ） 

エ）暴力団等の排除に関する誓約書（別紙２） 

オ）入札保証金納付申込書兼還付請求書兼口座振替依頼書（別紙３）（入札保証金を入札保

証金専用口座への振込により納付する者のみ） 

（２）本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出し

た者にそれぞれ通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定める

ところにより確認結果通知書の交付を受けること。 

ア 交付日時  令和８年 11月９日（月） 午後１時以降 

イ 交付方法  電子メール 

 

６ 入札者に求められる義務 

５（１）に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、３（１）に

定める日の前日までの間において、当該書類の内容について説明を求められた場合は、これに

応じなければならない。 

 

７ 入札の方法 

（１）入札は、次のいずれかの方法によること。 

 ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書（封筒に入れ密封の上、上記１（１）
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の調達案件の名称及び入札者の商号又は名称を記入したものに限る。）を持参し、提出する

こと。 

ただし、代理人が入札書を持参し、提出する場合は、３（１）に定める時刻までに委任

状を提出し、代理権が確認された者でなければならない。 

 イ 本人が作成した一の入札書及び後記 12 の入札保証金（入札に参加しようとする者が保険

会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結したときは当該証書）を封書の

上、５（１）イに定める提出場所をあて先とした配達証明付きの書留郵便（封筒を二重と

し、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１（１）の調達案件の名称及び３（１）

に定める入札執行日時を記載したものに限る。）をもって３（１）に定める日の前日の午後

５時までに到着するよう郵送すること。 

（２）入札書の名義 

本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

（３）入札書の記載 

 ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く。）及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望本体金額を入札書に記載すること。 
 

８ 開札の方法 

（１）開札は、原則として入札者又はその代理人を立ち会わせて行うものとする。 

（２）開札をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないと

きは、直ちに再入札を行うものとする。ただし、無効入札を行った者は、再入札に参加する

ことができない。 

（３）再入札は１回を限度とする。ただし、７（１）イに定める方法によって入札書を提出した

者は再入札に参加することができない。 

 

９ 落札者の決定方法 

（１）入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

（２）（１）の者が２以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせて落札者を決定する。 

 この場合において、当該入札者が７（１）イに定める方法によって入札書を提出した者で

あるときは、別に定める者にこれに代わってくじを引かせ、落札者を決定する。 

（３）８（３）に定めるところにより再入札を行っても落札者がいない場合は、地方自治法施行

令第 167 条の２第１項第８号の規定により、最終の入札において有効な入札を行った者のう

ち、最低の価格をもって申し込みをしたものと随意契約の交渉を行うことがある。 

 

10 書留郵便をもって入札書を提出した者に代わってくじを引く者 

新潟県教育庁高等学校教育課職員 
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11 入札の無効 

  次の各号の一に該当する入札は、これを無効とする。 

（１）入札に参加する者に必要な資格のない者又は競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載

をし、これを提出した者が行った入札 

（２）入札に参加する条件に違反した入札 

（３）新潟県財務規則（昭和 57 年新潟県規則第 10 号。以下「財務規則」という。）第 62 条第１

項各号に掲げる入札 

（４）入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をした

と認められる入札 

 

12 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金 

契約希望本体金額に100分の10に相当する金額を加算した金額の100分の５以上の金額と

する（１円未満端数切上げ）。ただし、入札に参加しようとする者が保険会社との間に県を被

保険者とする入札保証保険契約を締結し、その証書を提出したときは免除する。なお、複数

の方法による保証は認めない。 

ア 現金による納付の場合 

入札時に入札書に入札保証金を添えて提出する。 

イ 入札保証金専用口座への振込による納付の場合 

「入札保証金納付申込書兼還付請求書兼口座振替依頼書」を上記５に記載の提出期限ま

でに提出するとともに、入札保証金を次の口座に令和８年 11 月 10 日（火）までに振込む

こと。 

・振込先口座：第四北越銀行 県庁支店（２３９） 

普通預金５０２８９９４ 高等学校教育課財務現金取扱員 

・振込手数料は入札参加者の負担となる。 

・落札されなかった者の入札保証金の還付には、入札後２～３週間程度かかる。 

（２）契約保証金 

契約金額の 100 分の 10 に相当する金額以上の金額とする。ただし、財務規則第 44 条第１

号または第３号に該当する場合は、免除する。 

なお、複数の方法による保証は認めない。 

 

13 契約の手続において使用する言語及び通貨 

契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する記載部分を除く。）及び

日本国通貨とする。 

 

14 契約書及び契約条項 

別添「県立学校モバイルデバイス管理ソフトウェアライセンスの調達及び移行業務委託に関

する契約書（案）」のとおりとする。 
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15 その他 

（１）競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

エ 提出された競争入札参加資格確認申請書等に記載されている内容については、本件入札

に限るものとし、他に使用しない。 

（２）誓約書の提出 

契約の締結に際しては、別添「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならな

い。（提出がないときは、契約を締結しない場合がある。） 

（３）契約の停止等 

本件調達手続において、参加資格の確認その他の手続に不服がある場合は、政府調達に関

する苦情の処理手続（平成 11 年新潟県告示第 1221 号）により、苦情の原因となった事実を

知り、又は合理的に知り得たときから 10日以内に新潟県政府調達苦情検討委員会に対して苦

情を申し立てることができる。 

なお、政府調達協定に関する苦情の申立てがあり、新潟県政府調達苦情検討委員会が契約

締結の停止等を要請した場合は、本件調達手続の停止等を行うことがある。 

（４）その他 

ア 本件入札及び契約の内容に関しては、財務規則その他新潟県知事の定める規則、日本国

の関係法令の定めるところによる。 

イ 調達対象物品等の納入等の実施に当たって新潟県から指示がある場合は、その指示に従

うこと。 


